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１．はじめに 

中部地方では，今後 30 年以内の発生確率が極めて高い南海トラフを震源とする地震による甚大な被害が懸念され

ている．大規模な地震が発生した場合，港湾施設は，緊急物資輸送や復旧工事の拠点として重要な役割が期待され

ており，地震発生後の係留施設の供用可否の判定が非常に重要と考えられる．そこで，中部地整管内 7 港湾の国有

係留施設を対象に、地震発生後に強震計で観測された地震動情報を活用することにより，係留施設の供用可否判定

を行うシステム(以下，本システム)を構築した． 

２．係留施設被害度診断システムの概要 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所(以下，港空研)では，

港湾地域強震観測網で観測された地震動の情報をメール配信する「地

震動情報即時伝達システム」が構築されている．即時伝達システムか

ら地震発生後約 15 分以内に配信されるメールには，地震動指標(最大

加速度，速度の PSI値等)と港空研サーバーにおける地震動波形データ

の在処が記載されている．この地震動情報即時伝達システムと連携す

ることで，短時間に係留施設の供用可否判定を行う本システムの開発

を実施した．なお，速度の PSI 値とは，野津ら 1)により定義された，

港湾構造物の変形量と相関が高い地震動指標である．開発した本シス

テムは，津波警報等の発令中や夜間等で現地確認が困難な状況でも係

留施設の供用可否を早期に判定できるものとし，その時間的な流れの

関係を地震発生後の経過時間と対比して図-1 に示す．また，システム

構成の概要，および供用可否判定フローを図-2 および図-3 に示す．こ

のように入手した観測波形情報を活用して係留施設の供用可否判定を

行い，被害推定マップの作成までをすべて自動で行うものである． 

３．簡易判定手法 

簡易判定手法は，係留施設の被害と相関性が高い速度の PSI 値と，

残留水平変位あるいは鋼部材の最大曲率比{=(発生最大曲率)/(全塑性

モーメント発生時の曲率)と定義}の評価線(図-4，図-5 参照)から行う．

各施設の評価線は，各施設が位置する地域で想定されているレベル 2

地震動や再現期間(50 年～500 年)を考慮した確率波を対象とした FLIP

解析結果を用いて設定した．このように設定した評価線を用いること

により，観測地震の速度の PSI値が算出されると瞬時に係留施設の簡易的な供用可否を判定することが可能となる． 

４．詳細判定手法 

 詳細判定法には，兵庫県南部地震等における係留施設の被災事例を再現できている 2 次元有効応力解析 FLIP2）を

用いて行う．予め作成しておいた解析モデルに，観測された地震動波形データから工学的基盤上の露頭波(2E 
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図-1 本システムの供用可否判定の流れ

 

図-2 本システム構成の概要 
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成分)に変換した地震動波形を入力して解析を行い，解析結果(結果一覧，

残留変形図，応答時刻歴波形，曲げモーメント図等)を出力し，供用可否

の判定までを自動で行う．ただし，1 台のパソコンでの FLIP 解析同時実行

数は，パソコンへの負荷を考慮して 6 施設と設定した．この詳細判定は，観

測された地震動が大きい港湾を優先的に，施設の位置づけ(耐震強化岸壁等)

と取扱貨物量を考慮して，優先度が高い施設から順次実行されていく． 

５．おわりに 

簡易判定手法および詳細判定手法の結果を被害推定マップとして出力し

た例を図-6 に示す．総合的な供用可否判定は，現地被災状況を確認の後に行

う必要があるが，本システムを用いることで多くの施設の中から供用の可能

性が高い施設を絞り込める利点がある．特に，出力結果の被害推定マップは，

現地の被災状況調査箇所の優先度を検討する際の判断材料となり，発災後の

初動体制を支援する非常に有効なシステムを開発できたものと考えている． 

謝辞：本システムの開発に当たっては，広島大学大学院一井准教授，関西大

学大学院飛田准教授，国土技術政策総合研究所宮田港湾施設研究室長，海

上・港湾・航空技術研究所野津地震防災研究領域長および小濱耐震構造研究

チームリーダーを委員とした検討委員会において指導を頂きました．ここに

記して謝意を表します． 
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図-6 被害推定マップの一例 

 

図-3 供用可否判定フロー 
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図-4 速度の PSI 値と残留水平変位

の関係 

0.1

1.0

10.0

100.0

10 100 1000

最
大

曲
率
比

(地
震
中

最
大

)

速度のPSI値(cm/s1/2)

解析結果 評価線

61

図-5 速度の PSI 値と最大曲率比の

関係 

【残存耐力評価】
最大曲率比<1.0

暫定供用不可

START

Yes：残存
　 　耐力有り

No:残存耐力無し

Yes：接岸可能

【供用可否判定】
残留水平変位<2m

No：接岸不可

暫定供用可(長期)

【供用可否判定】
鋼材の接岸時の
設計耐力比<1.0

暫定供用可(短期)

No：長期暫定
    供用不可

Yes：長期暫定
     供用可

供用可否の観点

暫定供用可(長期)
(本体部)

暫定供用可(短期)
(本体部)

桟橋上部工 土留め部

清水-2 富士見4号岸壁 -12 240 40,000 桟橋式 矢板式 － 0.20 ○ △ ▲ － － － － － 岸壁天端水平変位：0.15m 岸壁天端水平変位：0.41m 岸壁天端水平変位：0.19m 岸壁天端水平変位：0.22m 2015/12/02/08：55

清水-3 富士見5号岸壁 -12 240 40,000 桟橋式 矢板式 － 0.20 ○ △ ▲ － － － － － 岸壁天端水平変位：0.15m 岸壁天端水平変位：0.41m 岸壁天端水平変位：0.19m 岸壁天端水平変位：0.22m 2015/12/02/08：55

清水-4 日の出4号岸壁 -12 240 40,000 桟橋式 重力式 耐震(緊急物資) 0.80 ○ △ ▲ 0.60 ◎ △ ○ － 岸壁天端水平変位：0.74m 岸壁天端水平変位：0.95m 岸壁天端水平変位：0.13m 傾斜角：5.0° 2015/12/02/08：55

清水-5 日の出5号岸壁 -12 240 40,000 桟橋式 重力式 耐震(緊急物資) 0.60 ◎ ○ ◎ 0.48 ◎ ○ ◎ － 岸壁天端水平変位：1.14m 岸壁天端水平変位：1.40m 岸壁天端水平変位：0.13m 傾斜角：5.0° 2015/12/02/08：55

1.10 － － ◎ 有り

1.00 － － ◎ 無し

1.10 － － ◎ 有り

1.00 － － ◎ 無し

1.10 － － ◎ 有り

1.00 － － ◎ 無し

清水-14 興津1号岸壁 -10 185 18,000 矢板式 － 耐震(緊急物資) 0.55 × － × 0.65 × － × － 岸壁天端水平変位：0.09m 岸壁天端水平変位：0.10m － － 2015/12/02/08：55

清水-15 興津2号岸壁 -10 186 15,500GT 桟橋式 重力式(ﾌﾞﾛｯｸ積み) 耐震(緊急物資) 0.50 × △ × 0.30 ◎ ○ ◎ － 土留天端水平変位：0.03m 土留天端水平変位：0.57m 土留天端水平変位：0.15m 傾斜角：5.0° 2015/12/02/08：55

清水-16 興津3号岸壁 -10 185 15,500GT 桟橋式 重力式(ﾌﾞﾛｯｸ積み) － 0.50 × △ × 0.30 ◎ ○ ◎ － 土留天端水平変位：0.03m 土留天端水平変位：0.57m 土留天端水平変位：0.15m 傾斜角：5.0° 2015/12/02/08：55

清水-24 興津11号岸壁 -12 220 40,000 重力式 － 耐震(緊急物資) 0.90 － － ◎ 0.99 － － ◎ － 岸壁天端水平変位：2.00m 傾斜角：5.0° － － 2015/12/02/08：55

清水-25 興津12号岸壁 -12 220 40,000 重力式 － 耐震(緊急物資) 0.90 － － ◎ 0.99 － － ◎ － 岸壁天端水平変位：2.00m 傾斜角：5.0° － － 2015/12/02/08：55

清水-26 興津13号岸壁 -10 185 18,000 桟橋式 重力式(ﾌﾞﾛｯｸ積み) － 0.20 ○ △ ▲ － － － － － 土留天端水平変位：0.01m 土留天端水平変位：0.24m 土留天端水平変位：0.05m 傾斜角：5.0° 2015/12/02/08：55

清水-27 興津14号岸壁 -10 185 18,000 桟橋式 重力式(ﾌﾞﾛｯｸ積み) － 0.20 ○ △ ▲ － － － － － 土留天端水平変位：0.01m 土留天端水平変位：0.24m 土留天端水平変位：0.05m 傾斜角：5.0° 2015/12/02/08：55

0.68 － － ◎ 有り
0.65 － － ◎ 無し
0.83 － － ◎ 有り
0.82 － － ◎ 無し

残留水平変位：興津2号、興津3号岸壁の残留水平変位は、土留天端での値である。それ以外の施設は、岸壁天端の値。
鋼材に対する照査結果：◎=暫定供用可(長期)の性能を有する、〇=暫定供用可(短期)の性能を有する、×=供用不可
桟橋上部工に対する照査結果：〇=目視調査の必要性なし、△=目視調査が必要
供用可否：◎={暫定供用可(長期)：桟橋式及び矢板式}、◎=(暫定供用可：重力式)、〇=桟橋上部工の目視調査が良好な場合は、暫定供用可(長期)、△=暫定供用可(短期)、▲=桟橋上部工の目視調査が良好な場合は、暫定供用可(短期)、×=供用不可

2015/12/02/08：55－－ － ◎ 岸壁天端水平変位：2.00m 傾斜角：5.0° －

－

清水-A 新興津2号(-15m) -15 350 99,518 重力式 －
耐震(幹線貨物)
コンテナバース

0.85

◎ 岸壁天端水平変位：2.00m 傾斜角：5.0° － －重力式 －
耐震(幹線貨物)
コンテナバース

0.67 － － 2015/12/02/08：55

岸壁天端水平変位：2.00m

新興津
清水-28 新興津1号(-15m) -15 350 99,518

傾斜角：5.0° －

－

清水-10 袖師8号岸壁 -12 240 40,000 重力式 －

－ － ◎ 岸壁天端水平変位：2.00m 傾斜角：5.0° －

2015/12/02/08：55ｺﾝﾃﾅﾊﾞｰｽ 1.20 － － ◎

清水-9 袖師7号岸壁 -12 240 40,000 重力式 － ｺﾝﾃﾅﾊﾞｰｽ 1.20

◎ 岸壁天端水平変位：2.00m 傾斜角：5.0° － －重力式 － ｺﾝﾃﾅﾊﾞｰｽ 1.20 － － 2015/12/02/08：55

2015/12/02/08：55

対象
船舶

(DWT)
構造形式 土留構造形式 施設の種類港湾 地区 No. 施設名称

計画
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(m)

施設
延長
(m)

富士見

清水

日の出

袖師

清水-8 袖師6号岸壁 -12 240 40,000

興津

変形量許容値等
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(m)

鋼材に
対する

照査結果

桟橋上部工
に対する
照査結果

供用可否
残留水平
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(m)
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照査結果

供用可否

簡易診断結果 詳細診断結果

クレーンの
有無

地震の時刻残存耐力の観点
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